




公益法人制度改革に関する、これまでの検討経過等
1 主な検討の経過

時期 会議 協議項目 協議結果

20.4.17 平成20年度第1回公
益法人制度改革に係
る検討委員会

・公益法人制度改革の概
要の確認

・公益法人へ移行した場合、八幡平山頂レストハウ
スの営業が出来るのか懸念される。

21.3.24 平成20年度第2回公
益法人制度改革に係
る検討委員会

・公益法人制度改革に伴
う移行社団法人につい
て

・国立公園を持つ協会として、公益法人を維持する
ことが望ましいのではないか。

・様々な角度から検討して協会としてベストな選択
が必要。

21.11.19 平成21年度第1回公
益法人制度改革に係
る検討委員会

・公益法人制度改革に伴
う移行社団法人につい
て

・公益法人のメリットとして、社会的信用とか公的補
助を受けやすいとのことであるが、逆にそれしか
ない。それならば一般社団法人として、今まで行
ってきたことを拡大したほうが良い。

・公益法人の場合、現在の山頂レストハウスの営業
が懸念される。一般社団法人でよいのではない
か。

・公益法人を申請して無理な場合は、仕方がない
が、一般社団法人を選択するのは最後にすべき
である。

22.7.16 平成22年度第1回公
益法人制度改革に係
る検討委員会

・一般社団法人への移行
について

・検討委員会の結論として、八幡平市観光協会
は、公益法人移行要件の一つである公益事業比
率が 50％を超えることは難しい。現状の観光協会
の活動を展開するには、一般社団法人への移行
が望ましいことから、一般社団法人に移行すること
を最終確認する。

23.8.18 平成 23 年度第１回総
務委員会

・公益法人制度改革へ
の対応について

・協会の公益法人制度改革に係る検討委員会の
結論に基づき、一般社団法人への移行を目指し
て、具体的手続きに入る。

認可申請については、定款変更、代表役員、
公益事業支出計画の策定等移行のための手続
きを平成 23 年度及び 24 年度に完了することを
確認。

23.11.28 平成23年度第4回理
事会

・公益法人制度改革に
伴う一般社団法人へ
の移行とその時期につ
いて

・(社)八幡平市観光協会の新公益法人制度に伴う
移行については、平成 25 年 4 月 1 日を一般社
団法人移行登記日とし、同日、一般社団法人と
なることを目指す。定款、公益事業支出計画等
申請に関する検討は、総務委員会に付託する。

23.12.28 平成23年度第2回総
務委員会

・新法人での定款(案)に
ついて

・公益目的事業支出計画
について

・一般社団法人への移行に伴う新法人定款案につ
いて審議し、継続審議とする。

・公益目的事業支出計画の性格及び対象事業に
ついて協議し継続審議とする。

24.2.2 平成23年度第3回総
務委員会

・新法人定款(案)及び公
益事業支出計画(案)に
ついて

・新法人定款(案)及び公益事業支出計画(案)につ
いて協議決定した。

2 移行に係る基本方針
○ 当観光協会は、新制度の趣旨にのっとり「一般社団法人」に移行する。観光協会としての目的や事業内容は、

現状と変わるものではなく、基本的に現状での新法人に継続されるものであること。
3 基本的事項の検討課題と検討状況

移行申請に係る基本的事項（重要事項）
基本的事項 検討課題 検討状況

(1) 事業区分 ・公益事業の区分数、収益事業の取扱い
※当協会の場合、一般会計事業でも公益法

人認定要件の公益事業比率 50%以上を確
保することは難しい。

・県内類似観光協会を参考に策定中。岩
手県観光協会は公益財団奥州市、花巻
市、久慈市、雫石町(移行済)の観光協
会は、一般社団法人への移行を予定し
ている。(Ｈ23.12.1 現在)

(2)役員、理事会の組
織

・理事の定数、会長等の役職の設置
・理事会の権限、種類（定時、臨時）

・会長、副会長、専務制を採用
・理事数は 12 名～15名

(3)代表理事の選任 ・4 人制を検討（会長、副会長、専務理事）

(4)定款の作成 ・準則主義のため法務省のモデル定款に添
った定款の作成

(5)公益目的支出計
画の作成

・公益目的支出計画の実施事業及び期間 ・旧山頂レストハウス取壊し計画について
・公益目的支出計画の期間は、10 年程度

を予定
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